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１．目的 免震構造は免震装置を用いて，構造系の

固有周期を長くさせると同時に，大きな地震動のエ

ネルギーを免震層に集中し，逸散させ，構造物への

被害を低減しようとするものである．しかし，地震

時の地盤変形が大きい軟弱地盤上に建設される橋梁

の場合，従来の免震支承では，地盤変形に追随でき

ず，地盤と共振が生じる可能性があり，免震支承は

一般に適切ではない．そこで，本研究では，従来フ

ーチングによって剛結された下部構造と基礎構造を

フーチング部で分離し，その間にすべり材で形成さ

れる免震層を設け，レベル 2 のような強い地震力を

受けたときに，分離部の相対変位によって地震エネ

ルギーを逸散させる構造を提案した．基礎免震の基

本的な力学性状や有効性については，単橋脚の模型

実験や，数値解析により既に確認している。本文で

は，多径間からなる橋梁全体をモデル化した模型に

よる振動実験と数値解析を実施し，本免震構造を適

用したときの振動特性および耐震性について検証し

た． 

 

２．振動実験について 実験模型は杭径φ1200，杭

長 35.0ｍ程度の場所打ち杭基礎を有する橋長 100.0

ｍ（4＠25.0ｍ）の 4径間ＰＣラーメン橋を対象橋梁

とした．模型は端部を除いた中間のラーメン部分の

みを考慮した．模型の相似比は 1/10 とし，密度及び

加速度は 1:1 とする．主な相似比は表‐1に示す．模

型の諸元はすべて相似比を満足させるのは困難なの

で，実物と模型の振動特性に着目し，従来の一体系

に対して，①上部構造・橋脚の質量②橋梁全体系の 1

次固有振動数③上部構造直角方向の曲げ剛性④最大

応答加速度・変位が満足するように模型の諸元を設

定した．上部工はＨ鋼と鉄板で，橋脚は鉄筋コンク

リートで，それぞれモデル化した．杭基礎はその剛

性のみに着目して，アルミ棒の断面，本数，長さ及

び配置によって相似した．図-1 に実験模型の概要を

示す．今回免震層には，すべり材としてガラスファ

イバー20％入り PTFE（テフロン）シートとした．テ

フロンはフーチングの下面と杭の受け台の上面に一

枚ずつ貼り付け，すべり面はテフロンとテフロンか

らなる面とした．摩擦係数は 0.20 程度である．実験

用波形は“道路橋示方書 耐震編”に示すⅢ種地盤

のレベル２地震動のタイプⅡ（内陸直下型）の中か

ら最大加速度が最も大きい，1995 年兵庫県南部地震

時ポートアイランド内地盤上において得た記録とし

た．図-2 に実験に用いた波形を示す．また，入力波

形の時刻刻みは相似則によって調整し，振幅を

100Gal ピッチで段階的に最大値 619gal まで増加さ

せて実験を行った．実験ケースは基礎フーチング部

の構造を大きく分けて①一体構造（従来型）②すべ

り材を導入した構造（免震構造）とし，従来の一体

構造については，模型耐力の制約から入力波の振幅

は 400Gal 程度までとした． 

 

図-1 実験模型概要（単位㎜） 
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３．実験結果と解析結果 図-3，図-4 に杭の断面力

と橋脚基礎の応力の一例（いずれも橋軸直角方向）

を示す．これからわかるように断面力を低減でき，

大きな免震効果が確認できた．また，図-5，図-6 に

上部構造の応答加速度及びその振動特性（フーリエ

スペクトル）の一例を示す．図-5 から免震構造を採

用することで，入力地震動の最大値が非免震構造の

1.58 倍に増加したにも関わらず，0.32 倍に低減され

た．また，図-6 に示す様に免震構造では，免震層が

滑り出すと，上部構造と下部構造の縁がきれ，復元

力を持たないため，入力地震動とほぼ同じスペクト

ル特性を示しておりピークの振動数がほぼ一致して

いる．また，入力地震動に対して，免震構造は殆ど

増幅されていない．また，図-7，図-8 に免震構造に

おける上部構造の水平方向応答変位と応答加速度の

実験結果と数値解析結果との比較を示す．応答変位，

応答加速度とともに数値解析は実験結果をほぼ再現

できた． 

 

４．結論 免震構造では大きな水平変位及び残留変

位が生じるが，その変位によって上部構造や下部構

造に大きな断面力が生じることはなく，応答水平加

速度を大きく低減できる．また，免震構造では構造

系の応答スペクトルは入力地震動のものと概ね一致

する．これによって橋梁と地盤の共振が小さくなり，

振動性状は支持地盤の性状にあまり依存しなくなる．

また，実験結果はほぼ数値解析により再現でき，数

値解析により，色々な地盤条件における橋梁の挙動

をある程度推定することが可能である．総じて一般

にⅢ種地盤などの軟弱地盤では免震構造の適用は推

奨されていないが，すべり方式基礎免震構造により，

構造と地盤との共振を免れることができ，レベル 2

地震動に対して変位量は増加するが橋梁の構造系を

地震時に健全に保つことができることが判明した． 
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図-2 入力地震動         図-3 杭の曲げモーメント       図-4 橋脚基礎の応力 

図-5 上部構造水平応答加速度         図-6 上部構造応答加速度スペクトル 

図-7 応答水平変位の実験と解析結果比較       図-8 応答水平加速度の実験と解析結果の比較 
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